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令和8年分年末調整の変更点と
従業員説明時のポイント

実務解説

管理職賃金の水準・諸格差
賃金統計

治療と仕事の両立支援の
進め方と留意点

実務解説

住宅に係る現物給与価額の改正について
労働法令

指揮監督や時間的・場所的拘束の程度が他の従業員よりも緩やかだとしても、業務委託契約ではなく、雇用契約かこれに準じる契約と認めるのが相当
（東京デリバリーセンター事件　さいたま地裁　令 8. 7.15判決）

労働判例

●試用期間中や本採用後に学歴や犯罪歴などの経歴詐称が発覚した場合、本採用拒否や解雇はできるか
●採用候補者のバックグラウンドチェックを行う際の留意点
●従業員が業務命令を拒否できる「正当な理由」には、どのようなものがあるか
●ハーフパンツやミニスカートなどの服装による出勤をどこまで規制できるか
●ほかに本業を持つ社外の副業人材を業務委託契約で受け入れる際の留意点
●通勤手当の支給条件における“最も経済的かつ合理的な経路”をどのように考えるべきか
●有期労働契約の締結に際して不更新条項を盛り込む場合に注意すべきことは何か
●労災による休業から療養開始後3年を経過しても復帰できない場合、打切補償を支払わずに解雇できるか

相談室Q&A

労働関係法律─基本解説
第21回　試用期間

実務解説

企業事例

ミドル・シニアの活躍促進・
活性化事例  
（大東建託／SWCC／ANAホールディングス）
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